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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第31回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連結注記表

個別注記表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社あみやき亭
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数　　４社
・連結子会社の名称　株式会社スエヒロレストランシステム

株式会社杉江商事
株式会社ニュールック
クーデションカンパニー株式会社

上記のうち、クーデションカンパニー株式会社については、当連結会計年度に株
式を取得したことにより、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
イ 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。
ロ 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。
(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社である株式会社スエヒロレストランシステム、株式会社杉江商事、株式会社ニュールック及び
クーデションカンパニー株式会社の決算日は２月末でありますが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないた
め、本連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用しております。なお、３月１日から３
月31日までの期間に発生しました重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお
ります。

・ 原材料・商品　　　　　　　　先入先出法
・ 製品　　　　　　　　　　　　総平均法
・ 貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。また当社グループは事業用定期借
地権上の建物については耐用年数を借地期間、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15年～31年
構築物 10年～20年
機械及び装置 ８年～10年
工具、器具及び備品 ３年～８年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ 長期前払費用
定額法を採用しております。
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ニ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、当社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年４月１日
より前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。なお、当連結会計年度
においては、貸倒実績がなく、また貸倒懸念債権等もないため貸倒引当金を計上しておりません。

ロ 賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度に対応する額を計上してお

ります。
ハ 株主優待引当金

当社グループにおいて、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待券の利用実
績率に基づいて、翌連結会計年度以降に発生すると見込まれる額を計上しております。

ニ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、12年間～15年間の定額法により償却しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。また、取引の対価は、履行義務を充足し
てから短期間で受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
イ　飲食事業に係る収益認識

飲食事業においては、商品及び製品の販売を行っており、顧客への商品及び製品の提供時点で収益を
認識しております。

ロ　自社ポイント
売上時に付与したポイントについては、将来において当社グループとして値引を行う義務を負ってい

ることから、当該義務として契約負債を認識しており、ポイント使用又は失効により履行義務が充足さ
れた時点で、契約負債の認識の中止及び収益の認識をしております。

－ 2 －
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当連結会計年度

繰延税金資産 1,057百万円

当連結会計年度

有形固定資産 11,232百万円

減損損失 299百万円

2. 会計上の見積りに関する注記
当社グループは、固定資産の減損の判定及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについては、

連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。
外食産業におきましては、個人消費の持ち直しにより、需要は底堅く推移し、物価上昇の影響などにより

客単価は上昇傾向にあります。一方で、原材料価格の上昇や人手不足を背景とした人件費の増加などによ
り、コスト環境は引き続き厳しい状況が続くものと考えております。

このような仮定の下、固定資産の減損の判定及び繰延税金資産の回収可能性等について、会計上の見積り
を行っておりますが、当該仮定は不確実性が高く、影響が長期化した場合において、翌連結会計年度以降の
当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(1) 繰延税金資産
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産の計上について、将来の課税所得の発生金額や発生時期等の見込みに基

づき、回収可能性を十分に検討しております。
また、繰延税金資産の回収可能性については、毎期見積りの見直し・再検討を行っておりますが、将来

の課税所得の発生金額や発生時期等の見込みの変動により、繰延税金資産の取崩又は追加の計上が発生し
た場合、当期純利益に影響を及ぼす可能性があります。

（2）減損損失
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本にグルーピングしており、営

業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗について減損の認識の判定を実施します。減損の認識
の判定は、各資産グループにおける割引前将来キャッシュ・フロー総額と、各資産グループの固定資産の帳
簿価額の比較によって実施します。将来キャッシュ・フローは、各資産グループの主要な固定資産の残存耐
用年数における売上高予測や原価率予測等の複数の仮定に基づいて算定しておりますが、これらの仮定は今
後の外食業界の動向等に大きな影響を受けるため、将来キャッシュ・フローの見込みが大きく変動した場
合、減損損失の追加計上により当期純利益に影響を及ぼす可能性があります。

－ 3 －
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土　　　　地 250百万円
計 250百万円

一年内返済予定の長
期 借 入 金

21百万円

長 期 借 入 金 31百万円
計 52百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 12,782百万円

3. 連結貸借対照表に関する注記
（1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

－ 4 －
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 20,546,400株 －株 －株 20,546,400株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 1,530株 －株 900株 630株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ６ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 349百万円 17円 2025年３月31日 2025年６月25日

2 0 2 5 年 1 0 月 3 日
取 締 役 会 普通株式 349百万円 17円 2025年９月30日 2025年12月16日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月16日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 349百万円 17円 2026年３月31日 2026年６月17日

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式数の減少900株は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分による減少であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普通株式　　　　 2,700株

－ 5 －
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連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

(１) 長 期 貸 付 金 522 437 △85
(２) 差 入 保 証 金 1,502 1,199 △302
(３) 長 期 借 入 金 733 687 △45
(４) リ ー ス 債 務 636 422 △213

5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、必要な資金を主に自己資金で賄っておりますが、一部を銀行借入により調達してお

り、余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。またデリバティブ取引は行っておりませ
ん。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金、預け金、未収入金は、取引先の信用リスクにさらされておりますが、回収ま

での期間はおおむね短期であり、貸倒実績率は低いものとなっております。当該リスクについては、経
理規程等に従い取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、営業部及び経理部が取引先の状況をモ
ニタリングし、財務状況の悪化等を把握したときは速やかに対応するなどリスク軽減に努めておりま
す。

長期貸付金は主に土地所有者への建物建設に伴う資金であり、差入保証金は主に出店に伴う差入保証
金であり、店舗建物所有者の信用リスクにさらされております。当該リスクについては、経理規程等に
従い取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、開発部が取引先の状況をモニタリングし、財務状
況の悪化等を把握したときは速やかに対応するなどリスク軽減に努めております。

営業債務である買掛金、未払金及び未払費用、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内に決済又は
納付期限が到来するものであります。

借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。借入金は流動性リスクにさらさ
れておりますが、月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり
ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

（注）1.「現金及び預金」、「預け金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払
金及び未払費用」、「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

2.  長期貸付金、長期借入金及びリース債務は、１年内の返済予定分を含んでおります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ

ベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが属
するレベルの内、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 6 －
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時価（百万円）
レベル1 レベル2 レベル3 合計

(1) 長 期 貸 付 金 － 437 － 437
(2) 差 入 保 証 金 － 1,199 － 1,199
(3) 長 期 借 入 金 － 687 － 687
(4) リ ー ス 債 務 － 422 － 422

焼肉事業 焼鳥事業 レストラン
事業 その他 合計

顧客との契約から生じる収益 21,979 3,918 9,686 2,127 37,711
合 計 21,979 3,918 9,686 2,127 37,711

(1) １株当たり純資産額 1,095円73銭
(2) １株当たり当期純利益 61円84銭

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期貸付金

事業に係る建設協力金であり、時価は将来キャッシュ・フローをリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利
率を基とした割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

差入保証金
事業に係る差入保証金であり、時価は将来キャッシュ・フローをリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利

率を基とした割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
長期借入金

事業に係る長期借入金であり、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基とした
割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

リース債務
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基とした割引現在価値により算定してお

り、レベル2の時価に分類しております。

6. 賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

7. 収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、居酒屋事業等を含んでおります。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

8. １株当たり情報に関する注記

－ 7 －
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場　　　所 用　　　途 種　　　類 減損損失（百万円）
東京都･神奈川県・愛知
県・静岡県・大阪府・京都
府・滋賀県

営 業 店 1 3 店 舗 建 物 等 299

固 定 資 産 の 種 類 減 損 損 失 （ 百 万 円 ）

建 物 276

そ の 他 23

合　　　　　　　　　　　計 299

期首残高 502百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 16百万円
新規連結子会社取得に伴う増加額 55百万円
時の経過による調整額 4百万円
資産除去債務の履行による減少額 △28百万円
期末残高 550百万円

９. 減損損失に関する注記
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本にグルーピングしております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗について、固定資産簿価を全額回収できる可能性が

低いと判断した以下の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（299百万
円）として特別損失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しており、売却や他への転用が困難な資
産は零評価しております。

減損損失の内訳は、次のとおりです。

10. 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要
店舗等の不動産賃貸契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該契約の契約期間及び建物の耐用年数（主に15年～30年）と見積り、割引率は当該使

用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に年0.37％～年2.50％）を使用して資産除去債務の金額を算定し
ております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

－ 8 －
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連結注記表

取得の対価　　現金　　　　　　　　　　　　　1,450百万円
取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,450百万円

11. その他の注記

取得による企業結合
当社は、2025年５月11日開催の取締役会において、クーデションカンパニー株式会社（以

下、クーデション）の全株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡
契約を締結しました。当該契約に基づき、2025年６月２日を株式譲渡実行日として、当該株式
の全てを取得いたしました。

１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    クーデションカンパニー株式会社
事業の内容          飲食業（焼肉・ラーメン・ステーキ業態）

（2）企業結合を行った主な理由
本件株式取得により、今後、関西エリアへの本格的な出店の足掛かりとなり営業基盤を

強化できること、また、クーデションは、自社セントラルキッチンを活用した肉のカット
を行うなど当社グループで展開する業態及びビジネスモデルと親和性が高いため、食材の
共通化やオペレーションの共通化などでシナジーを創出できると考えており、当社グルー
プの一層の成長を図り、グループ全体の価値向上につなげてまいります。

（3）企業結合日
2025年６月２日（みなし取得日は2025年８月31日）

（4）企業結合の法的形式
株式取得

（5）結合後企業の名称
名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（8）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2025年９月１日から2026年２月28日まで

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
主要な取得関連費用はアドバイザリー費用等で、79百万円であります。

－ 9 －
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

691百万円
（2）発生原因

シナジー効果による収益性向上によって期待される超過収益力であります。
（3）償却方法及び償却期間

12年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳
流動資産   268百万円、固定資産 1,780百万円、資産合計  2,048百万円
流動負債   657百万円、固定負債    632百万円、負債合計  1,289百万円

－ 10 －
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお
ります。
・商品・原材料 先入先出法
・製品 総平均法
・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。また、
当社は事業用定期借地権上の建物については耐用年数を借地期間、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

（主な耐用年数）
建物 15年～31年
構築物 10年～20年
機械及び装置 ８年～10年
工具、器具及び備品 ３年～８年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③　長期前払費用 定額法によっております。
④　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、当社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年４月１日

より前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度にお
いては、貸倒実績がなく、また貸倒懸念債権等もないため貸倒引当金を計上しておりません。

②　賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度に対応する額を計上しておりま

す。
③　株主優待引当金

当社において、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待券の利用実績率に基
づいて、翌事業年度以降に発生すると見込まれる額を計上しております。

－ 11 －
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当事業年度

繰延税金資産 763百万円

当事業年度

有形固定資産 7,102百万円

減損損失 117百万円

(4)　収益及び費用の計上基準
当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。また、取引の対価は、履行義務を充足してか
ら短期間で受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

①　飲食事業に係る収益認識
飲食事業においては、商品及び製品の販売を行っており、顧客への商品及び製品の提供時点で収益を認

識しております。
②　自社ポイント

売上時に付与したポイントについては、将来において当社として値引を行う義務を負っていることか
ら、当該義務として契約負債を認識しており、ポイント使用又は失効により履行義務が充足された時点
で、契約負債の認識の中止及び収益の認識をしております。

2. 会計上の見積りに関する注記
当社は、固定資産の減損の判定及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについては、計算書類

作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。
外食産業におきましては、個人消費の持ち直しにより、需要は底堅く推移し、物価上昇の影響などにより

客単価は上昇傾向にあります。一方で、原材料価格の上昇や人手不足を背景とした人件費の増加などによ
り、コスト環境は引き続き厳しい状況が続くものと考えております。

このような仮定の下、固定資産の減損の判定及び繰延税金資産の回収可能性等について、会計上の見積り
を行っておりますが、当該仮定は不確実性が高く、影響が長期化した場合において、翌事業年度以降の当社
の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(1)  繰延税金資産
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

(2) 減損損失
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

－ 12 －
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 9,460百万円

未収入金 17百万円
買掛金 106百万円
未払金 19百万円
その他（固定負債） 115百万円

金銭債権 1百万円

営業取引 1,114百万円
営業取引以外の取引 62百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 1,530株 －株 900株 630株

3. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に関する（区分表示したものを除く）金銭債権及び金銭債務

(3) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

4.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

5.　株主資本等変動計算書に関する注記
当該事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）普通株式の自己株式数の減少900株は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分による減少であります。
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繰延税金資産
未払事業税 29百万円
賞与引当金 20百万円
減価償却超過額 283百万円
減損損失 274百万円
資産除去債務 96百万円
その他 142百万円
繰延税金資産小計 846百万円
評価性引当額 △69百万円
繰延税金資産合計 777百万円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 14百万円
繰延税金負債合計 14百万円
繰延税金資産の純額 763百万円

6.　税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
当事業年度については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 325百万円 308百万円 15百万円 ２百万円

１　年　内 　　 １百万円
１　年　超 　　 ０百万円

合　計  　　２百万円

支払リース料 ３百万円
減価償却費相当額 ２百万円
支払利息相当額 ０百万円

7.　リースにより使用する固定資産に関する注記
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、2008年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであり
ます。

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（2)　未経過リース料期末残高相当額

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。
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種 類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社
株式会社
ｽｴﾋﾛﾚｽﾄﾗﾝ
ｼｽﾃﾑ

100％

資金の援助

固定資産
の賃貸

役員の兼任

資金の回収 118

１年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

118

関係会社
長期貸付金 396

利息の受取
（注１） 10 － －

賃貸料の受取
（注２） 48 － －

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

役 員 及 び そ
の 近 親 者 が
議 決 権 の 過
半 数 を 所 有
し て い る 会
社

株式会社
K ＆K コ ー
ポレーショ
ン

(注1）

なし
土地の賃借

役員の兼任

賃借料の支払

（注2）
35

前払費用 2

差入保証金 15

(1)　１株当たり純資産額 978円83銭
(2)　１株当たり当期純利益 57円44銭

8. 関連当事者との取引に関する注記

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。

２. 近隣時価、近隣賃貸料を勘案して合理的に決定しております。

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 当社代表取締役佐藤啓介氏が議決権の100％を直接保有しております。

２. 近隣時価、近隣賃借料を勘案して合理的に決定しております。

9. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　7.収益認識に関

する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記
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場　　　所 用　　　途 種　　　類 減損損失（百万円）

愛 知 県 ・ 静 岡 県 営 業 店 ４ 店 舗 建 物 等 117

固 定 資 産 の 種 類 減 損 損 失 （ 百 万 円 ）

建 物 111

そ の 他 6

合　　　　　　　　　　　計 117

期首残高 301百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 6百万円
時の経過による調整額 3百万円
資産除去債務の履行による減少額 △3百万円
期末残高 307百万円

11. 減損損失に関する注記
当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本にグルーピングしております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗について、固定資産簿価を全額回収できる可能性が

低いと判断した以下の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（117百万
円）として特別損失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しており、売却や他への転用が困難な資
産は零評価しております。

減損損失の内訳は、次のとおりです。

12. 資産除去債務関係の注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要
店舗等の不動産賃貸契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該契約の契約期間及び建物の耐用年数（主に15年～30年）と見積り、割引率は当該使

用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に年0.37％～年2.50％）を使用して資産除去債務の金額を算定
しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
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